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事例１ 「多文化共生コミュニティ状況等実態調査」事業

（愛知県）

本事業は、愛知県内の外国人コミュニティ（外国人県民が集まって住んでい

る地域や活動している場）の状況や課題を調査し、外国人県民に対する支援や

多文化共生を推進するための基礎資料とするとともに、日本人県民に対して外

国人コミュニティの理解を深めてもらうための普及啓発資料「多文化共生マッ

プ」を作成するものである。 

 

1. 外国人住民の現状

 愛知県内の外国人登録者数は約２０万５千人（２０１０年１２月末現在）で

あり、国籍別に見るとブラジル人が最も多く、外国人の約３割にあたる約６万

人を占めている。金融危機の影響等により、外国人登録者数は２００９年末に

比較して約９千人減少しており、ブラジル人は約７千人減少している。 

県人口に占める外国人登録者の割合は３％であり、都道府県の中で東京都に

次ぐ高さとなっている。外国人住民は県内の都市部全域で暮らしている。 

 

2. 背景・事業の目的

 多文化共生の社会づくりには日本人と外国人の相互理解が必要不可欠である

が、日本人県民から見て外国人の生活や集住状況等が見えにくく、それが相互

理解を妨げる要因の一つとなっていると考えられる。 

こうした中で本事業は、外国人の利用する店、外国人の自助組織の状況、外

国人によるコミュニティの形成等を調査し、外国人コミュニティの現状につい

ての啓発資料を作成することにより、日本人県民の外国人に対する理解の促進

を目的とするものである。 

 

3. 事業の内容

(1) 事業の実施主体

本事業は、愛知県にて企画競争により決定した NPO 法人「多文化共生リソ

ースセンター東海」へ委託して実施している。 

 
(2) 事業の実施地域

上記実施主体からの企画提案により、下記の地域で調査を実施している。

県内ではブラジル人が最も多いが、名古屋市中区ではフィリピン人、瀬戸市

では韓国人、田原市では中国人が最も多くなっており、こうした国籍の異な

るコミュニティの状況も調査することとしている。 
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 ・ 尾張地域：名古屋市（中区、港区）、小牧市、瀬戸市 

 ・ 西三河地域：豊田市、碧南市、西尾市 

 ・ 東三河地域：豊橋市、豊川市、田原市 

 

(3) 外国人コミュニティの調査方法

外国人コミュニティについては、その実態の把握が必ずしも容易ではない

と考えられるが、本事業においては、調査実施地域の市役所をはじめとして、

得られた情報を元に外国人が集う店舗などに次々にヒアリングを重ねること

により、いくつかのコミュニティの存在を確認している。 

こうして把握したコミュニティに対し、主に聞き取りにより調査を行って

いるが、地域によってはコミュニティの活動に実際に参加することにより、

活動状況を調査した地域もある。 

 

(4) 調査内容

外国人コミュニティに対する主な調査事項は次のとおりである。 

 ① 外国人コミュニティの生活環境の状況 

   自助組織、商店（衣料品、食料品、雑貨等）、飲食店（食堂、カフェ等）、

交流施設（集会所、教会等）、メディア（回覧板、雑誌、新聞、ＨＰ等）、 

日本人県民との関わり など 

 ② 外国人コミュニティに集まっている人たち（日本人県民含む）の状況 

 ③ コミュニティ内の課題と対応、日本人県民と共生するための課題と対応 

 

いくつかの質問の回答例としては、「日本人への接し方」について、「全

く話さない」「あいさつする」「質問があれば答える」等、「地域の祭りや

イベントへの出店」については、「よく出店する」「時々出店する」等の回

答が外国人から寄せられている。また、外国人が経営する店舗に来店した日

本人に対しては、「こういう場所はどんな意義があるか」といった聞き取り

を行い、「外国人との出会いの場所」「交流の場所になる」等の回答が得ら

れている。 

なお、日本に長期間暮らしている外国人は、日本人が利用するスーパーマ

ーケットを利用すること等が考えられるため、外国人が集まる店舗以外につ

いても、その利用状況について聞き取りを実施している。 

 

4. 事業実施年度・予算額

予算額は９，６３５千円（２０１０年度）であり、国の緊急雇用創出事業

基金事業を活用している。 
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事例２「多文化共生促進教室開催」事業（愛知県）

 

 本事業は、外国人住民が地域の生活ルールや生活に密着した日本語を、身近

な場所で学ぶことができる「多文化共生促進教室」を開催するものである。 

 

1. 背景・事業の目的

多文化共生社会の推進には、外国人県民が地域社会の生活ルールを学ぶと

ともに、日常生活で必要な程度の日本語の読み書きを習得し、日本人と外国

人の相互理解を一層促進することが欠かせない。 

本事業は、外国人住民が共生に必要な地域の生活ルール（ごみの出し方、

交通規則など）及び日常生活に必要な程度の日本語の読み書きを身近なとこ

ろで学ぶことができる場を提供するものである。 

 

2. 事業の内容

(1) 実施主体

  本事業の実施主体は、公募に基づき決定されたＮＰＯ法人、企業、ボラン

ティア団体等１３団体（２０１０年度）となっている。 

  このうち５団体が企業であり、人材派遣会社１社、通訳会社１社、日本語

学校２校、ブラジル人学校の経営会社１社となっている。いずれも、会社の

従業員向けではなく、一般の成人向けの教室を開催している。 

 

(2) 事業の実施地域

  (1)の１３団体により、県内で２７の教室（２０１０年度）が開催されてい

る。開催場所は各団体からの提案に基づくものであり、１団体あたり３教室

まで開催可能としている。教室の開催場所の検討の参考のため、県から団体

に対して外国人の集住地域の情報提供等が行われている。 

  なお、２００９年度の開催実績は、５団体による５教室である。 

 

(3) 活動内容

県は、教室の活動内容に関して次の要件を設けているが、具体的な内容は、

事業実施団体からの提案に基づくものである。 

 

① 県内で開催し、県内の外国人県民（義務教育年齢以下を除く)を対象と

すること。 

② 原則、１０名以上を対象とすること。 

③ ４か月間開催すること。 

④ １か月あたり８時間以上の指導時間を確保すること。 
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⑤ 日本語指導者が１人以上いること。 

⑥ 授業料は、原則無料とすること。 

 

教室の教材やカリキュラムについては、事業実施団体が独自に工夫してお

り、地域の生活ルールを学びながら日本語を習得できるよう、例えばごみ出

しや交通ルールなどを紹介したチラシやパンフレットを使って日本語の読み

書きを教えている。 

本教室の対象は失業などの制限を設けない一般成人であり、学ぶ機会が少

なくなりがちな家庭の主婦なども含まれている。また、本事業は２００９年

度から開始している一般成人を対象とした日本語教室が端緒となっているが、

２０１０年度からは日本語だけでなく生活ルールを含めて教える教室として

いる。これらの点において、既存の日本語学習機会（厚生労働省の就労準備

研修、文部科学省の虹の架け橋教室等）との棲み分けがなされている。 

 

3. 事業実施年度・予算額

本事業は、国の緊急雇用創出事業基金事業を活用しており、２０１０年度

の予算額は７５，０００千円（１教室あたり２５０万円が上限）である。同

基金事業の増額のため、２００９度よりも拡大されて教室が開催されている。 

 

4. 事業の実績・成果等

２０１０年度の参加者の人数や属性については、２７教室で合計５００人

程度、国籍では全体でブラジル人が多く、地域によってはフィリピン人が多

い教室もある。詳細は追ってとりまとめがされ、報告書が作成される予定と

なっている。 

本事業では、日本人が教える教室に外国人が通ってくることから、外国人

にとって教室が日本及び日本人社会との接点となっている。また、国籍が異

なる外国人間で、日本語を共通語として仕事の悩みを話しているといった場

面も見られ、国籍を超えたコミュニケーションが図られる効果も生まれてい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

10



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

多文化共

出所）愛

共生促進教

愛知県提供

 

室の様子

11





13

資料1



14



15



16



17



18



19



20



21



22



23



24


